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はじめに

• エネルギー消費（電力消費）抑制を検討する際に行動経済学の知見、
研究成果をどのように活用できるのかを紹介。

• エネルギー消費の分野での行動経済学的アプローチの研究成果、
今後の取り組むべき課題を紹介。



構成

1. 日本の電力事情

2. エネルギー消費と行動経済学
• フレーミング

• 現状維持バイアス、デフォルト

• 社会規範

• 習慣形成

3. 日本でのエネルギー消費に関する行動経済学的アプローチ
の紹介

4. エネルギー消費において行動経済学が今後取り組むべき
課題



1.日本の電力事情
電源種別発電電力量構成比

• 震災後、各原子力発電所が順次稼動
停止していることにより、原子力の発
電比率が低下。

• 一方で石油、LNGの発電比率が上
昇。

• 石油、LNGの輸入量の増加。

• 発電コストの上昇⇒電気料金の上昇

出所：電気事業連合会 『電気事業の現状 2013』 URL：http://fepc-dp.jp/



1.日本の電力事情
夏の1日の電力需要と供給電源構成（震災前）

• 震災前までは原子力がベース
電源

• 電力需要に合わせて電力供給
を調整
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1.日本の電力事情
夏の1日の電力需要と供給電源構成（震災前）

• 震災後は原子力が稼働停止

• 石炭・天然ガスなどの火力に
シフト

• 燃料輸入増による費用の増加

• CO2の増加

対応策
• 電力供給に合わせて電力需要
の調整（デマンドレスポンス）

• 再生可能エネルギーの普及
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1.日本の電力事情
電力の限界費用と需要曲線（震災前）

• 電力は発電コストの安い発電所から
順番に運転。

• 1日の電力需要は一定でなく、時間に
よって変動。

• ピークとオフピークが存在。

• しかし、ピークとオフピークの電力費
用に対応した電力料金ではない。

• アメリカでは1%のピークタイムのため
に10～15%の発電投資が必要
Joskow（2012）
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1.日本の電力事情
電力の限界費用と需要曲線（震災後）

• 原子力発電所の稼動停止により
電力の限界費用曲線が変化。

• 石炭、天然ガス、石油火力による
電力供給。

• 震災前より、ピーク、オフピークの
電力料金は、理論上、上昇する。
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2.エネルギー消費と行動経済学
経済学ができること

• エネルギー（電力）の消費を抑制する(省エネ・節電）ために、経済学
は何ができるか。

• 金銭的なインセンティブを与えることで電力需要をコントロール
（extrinsic incentive）

• 時間帯別料金（ピークロードプライシングの一種）の設定、節電した人に対し報奨金

• 非金銭的なインセンティブで電力需要をコントロール
（intrinsic incentive）

• 2011年の節電要請、ナッジ（Nudge）の活用



2.エネルギー消費と行動経済学
省エネ・節電対策の手法と行動経済学的な手法

規制的手法 経済的手法 情報的手法

省エネ法
トップランナー基準

環境税
省エネ設備補助金
時間帯別料金制度

価格インセンティブ
への反応を高める

設計

電気予報
省エネラベリング
エネルギーの
「見える化」

情報提供の効果を
高める設計

省エネ・節電を促
す上手い仕組みを
考える。

Nudge（ナッジ）



2.エネルギー消費と行動経済学
北九州のダイナミックプライシング社会実証から言えること

50円 75円 100円 150円
12年夏 9.0% 9.6% 12.6% 13.1%
12年冬 10.2% 10.7% 9.0% 12.0%
13年夏 11.1% 10.1% 9.7% 10.1%
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図1 北九州ダイナミックプライシングの実証結果

12年夏 12年冬 13年夏

• 2012年夏は価格差に対して反応が見られたが、2012年冬、2013年夏
では見られなくなった。

料金を上げたからといって、
いつも節電効果が大きくなる
とは限らない。

ピークカット効果

既存の経済理論で
は説明がつかない
現象が生じている。

行動経済学的なアプローチ
で検討する必要がある。



2.エネルギー消費と行動経済学
フレーミング

• 表現の仕方を変えることで、感じ方、選択、行動が変わる。

• 省エネ・節電をすることが得であると伝えるより、省エネ・節電をしないと損
であると伝える方が省エネ・節電効果が大きい可能性がある。

• 例えば、
• （a） 「省エネ対策をすると、年間35,000円節約できる」
• （b） 「省エネ対策しないと、年間35,000円損をする」

• 損失でフレーミングした（b）のほうが（a） より効果的。

セイラー・サンスティーン（2009）、Houde and Todd（2011）、
小松・西尾（2013）

• プロスペクト理論における損失回避性：得よりも損により敏感に反応



2.エネルギー消費と行動経済学
現状維持バイアス、自動選択の設定（デフォルト）

• 人は現在の状態からの移動を回避する傾向がある。

• 2つの電力消費者のグループの電力サービスの信頼性と電力料
金の選好に関する研究 Hartman, Doane and Wo(1991)

• グループ1
• サービスの信頼性は高いが料金も高い契約をしている消費者

• グループ2
• サービスの信頼性は低いが料金もグループ1より30%安い契約をしてい
る消費者

グループ1 グループ2

信頼性：高
料金 ：高

60.2%が
現状を選択

5.8%が選択

信頼性：低
料金 ：安

5.7%が選択
58.3%が
現状を選択



2.エネルギー消費と行動経済学
現状維持バイアス、自動選択の設定（デフォルト）

• 個人が選択肢から行動を選ぶ場合、とくに積極的な行動をしない場
合、ある選択肢が選ばれる（デフォルトとなる）状態がある。

• オプトイン：節電プログラムに協力できる人が参加

• オプトアウト：初期設定が節電協力、協力できなければ辞退可能

• アメリカ、カルフォルニア州都サクラメントの社会実験（2012～2014）
• オプトインだと約20%が新型料金に参加

⇒ 従来料金の需要家と比べ約20%の節電効果

• オプトアウトだと約90%が新型料金に参加

⇒ 従来料金の需要家と比べ10%の節電効果

出所： SMUD(2014)



2.エネルギー消費と行動経済学
社会規範

• 月の電力使用量、近隣住民の電力使用量などの情報をホームエネ
ルギーレポートとして家庭に配布し、それによる省エネ効果を測定
Allcott（2011）

• 月の電力使用量が1.4～3.3％削減

出所：Allcott（2011）



2.エネルギー消費と行動経済学
習慣形成

• 省エネ行動が一時的なものなのか、継続的なものなのかを検証
Allcott and Roger（2011）

• 社会実証3年目にホームエネルギーレポートを継続して配布される
グループと配布されないグループに分けて、各グループの電力消費
量を比較

結果

• 継続して配布されるグループは省エネ効果が継続。

• 一方、配布されないグループは省エネ効果が小さくなる。



出所：Allcott and Roger（2012）



3. 日本でのエネルギー消費に関する
行動経済学的アプローチの紹介

ADRシステム ADRシステム ADRシステム

節電制御 インセンティブ付与DR通知

オプトアウト申告

【事前通知】
•対象ワーカーにDRの開始･終
了時刻、節電レベル等をメー
ル等によって事前通知。

•節電を拒否するワーカーはオ
プトアウトを申告する。

【DR実行】
•開始時刻になったら、節電参
加するワーカーの範囲のみ自
動で節電モード制御。

【インセンティブ付与】
• DR終了後、節電に協力した
ワーカーにインセンティブを
付与する。

オフィスビルにおける節電行動の実証

• オフィスビルにおいて、ワーカー1人ひとりがパーソナルに照明
を設定変更できる環境で、エネルギー消費に関する社会実証を
行う(竹中工務店との共同研究で、2014年7～8月に実施)。

18



検証されるべき研究成果

グループ DR参加形式 インセンティブ サンプル数

コントロール NA NA 66

トリートメント
T1

オプトイン 成果報酬 48

トリートメント
T2

オプトイン 固定報酬 51

トリートメント
T3

オプトアウト 成果報酬 58

トリートメント
T4

オプトアウト 固定報酬 54
19
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各グループの平均節電参加率（節電要日数：６日）

暫定結果（DR発動日のトリートメントグループのデータのみで分析）

• オプトインとオプトアウトの節電参加率に差がある。

• オプトイングループ内では成果報酬グループの参加率が高い。

• オプトアウトグループ内では固定報酬グループの参加率が若干
が高い。

20



4.行動経済学が今後取り組むべき課題

• 消費者に無理なく節電・省エネに取り組んでもらう方法、仕組みを
さらに検討

• 無理なく節電・省エネができる設備であるHEMS、BEMSの導入促進も検討。

• 新型料金への移行は有効な選択肢だが（電気料金は安くなる可
能性もあるため）、どう進めていくか。

• しかし、よいと分かっていても新型料金やEMS導入にスイッチしな
いという現維維持バイアスの問題がある。

検討課題

• 現状維持バイアスの克服
• スイッチング・コストの推計
• スイッチング・コストを引き下げる要因の把握
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